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制改革によって, 大幅な修正を受けることになる。 なかでも, 昭和24年
(l949年)に発表された「シ ャウプ勧告」と , こ の勧告にもとづく翌昭和25
年(l950年)の税制改正は,わが国税制に一大変革をもたらし,戦後税制
の基礎をっ く っ た!1。 税務会計もまた, 「シ ャウプ勧告』 と昭和25年改正
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と を , あ き ら か に す る 。
2 ・ 1 『シ ャウプ勧告』と昭和22年の税制改正
昭和22年3 月. 租税負担の不均衡の是正や税制の民主化を目指す連合軍
総指令部の強い指導のもとで, 所得税を中心とした戦後初の本格的な税制
改正が実施された 2 1。 既存の所得税制度は, この改正によって大幅に修正
され, 昭和15年以来引き継がれていた分類所得税と総合所得税との二本建
て所得税制度の総合累進所得税への一本化や,伝統的な賦課課税制度の申
告納税制度への転換をはじめとする画期的改革が実現された:l')。シ ャ ウ プ
、、、.国の税制』日本組税研究協会,1983年,第l章, l6ベ ー ジ ( 金 子  宏 『 所 得
課税の法と政策』有要関, 1996年, l6-87ベ ー ジに再録)。
2 )  昭和22年の税制改正の基本方針の決定をめぐって,連合軍総指令部と日本
側(大蔵省主税局) との間に, 見解の相違があったことが知られている。す




の 対 立 は , 結 局 の と こ ろ , 総 指 令 部 側 の 強 い イ ニ シ ア テ ィ プ の も と で ,  日本
側が速合国総指令部側に讓歩するかたちで決着し, 上記のような内容の抜本
的改革が成立した。 戦後の税制改革の幕開けは,こうして, 目本側にとって
は. ま っ た く 不 本 意 な も の と な っ た。昭和22年改正とその前後のわが国税制
の実状については,松隅秀雄(監修) ・日本租税研究協会『戦後日本の税制』
東洋経済新報社,1959年,1 -18ベ ー ジ,大蔵省税制史室(観)『昭和財政史
終戦から講和まで 7 組税( l ) 』東洋経済新報社,1979年, l 87-290ベ ー
ジ , 佐 藤  進 ・ 宮島 洋『戦後税制史』税務経理協会,l979年,1 - l0ベ ー
ジ , 金 子 , 1 9 8 3 , 8 -- 15べ ー ジ , 金 子 , 1 9 9 6 , 2 1 -28ページ . 宮島 洋 「 間
接税と附加価値税」 (日本組税研究協会,l983,第5章,262-269ペ ー ジに収
録 ) な ど を 参 照。
























、政および経済の民主化政策に歩調を合わせてァ J リ カ税制の考え方をと り あ
えず日本に移植する」ことが国的とされていた点をあげている。宮島 洋「税
の し く み  政治・経済を理解するために」岩波ジ ニニア新書,1992年. l l 7
ベ ー ジ o
4 )  Shoup Mission,l949,Volume I , p.43.
5 )  Shoup Mission,l949,Volume I , p . 4 4. なぉ,本橘に掲較した「シ ャ
ウプ動告」の郭訳は,「シ ャ ウ プ 動 告」本文中の邦訳に. 筆者の手に よ る 修
正を加えたものである。 この修正に あ た っ て は , と く に. 福田幸弘(監修)
「シャウプの税制動告」設出版社,l985年を参考にした。











もたらす。 所得税に広汎な脱税があり, しかも, 納税者の財産の差押
えや競売を振りかさして, 窓意的な更正決定をすることによって税を
徴収するということは, 間接税よりもさらに悪い。」 6 )
シ ャウプ使節団は, ここに指摘された間題を, 現実に即して的確に究明






6 )  Shoup Mission, l949,Volume I , p p.44-45. なぉ,解和24年5月l0
日に来日したシャウプ使節団は, 昭和22年改革後の税務行政の混乱状況を日
の当たりに して, その改善の必要性を痛感していた。 当時の換様は, 昭和6l
年に行われたシャウプ博士に対するNHKのインタビュー(NHKTV. 昭
和6l年l0月8日放映「ETV8税制改革」)の席上で,博士本人によって語
られている。な ぉ , こ の イ ン タ ビ = 一の内容は,古谷一之 ・井上 尚 ( 訳 )
「 ヵ ー ル ・ S ・ シ ャ ウ プ 博 士 イ ン タ ビ,一記録」 (福田幸弘(監修) ・井上
一郎 ( 幅 ) 「シャウプの税制動告 新間資料構」題出版社,l988年,3l -45
ページに収録) に掲成されている。
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2 ・ 2  税務行政の改善と会計の改書
シ ャウプ使節団は, かれらが提起した間題に対する結論を, つぎのよう
に述べている。
「所得税を税制の根幹とする試みは継続されねばならない。 しかし,,

















、れらの熱意を象徴する出来事として. 特華にあたいしよう。 なお・ この全国
旅行の日程については. 福田,l985,45l-454ベージ,また,かれらの調査
活動の換様については, 福 田 ・ 井 上. l988,206-248ベージを参照されたい。
8 )  Shoup Mission,l949,Volume I , pp . 45-46.
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「所得税を税制の根幹とする試み」 の成功の条件と もいえる税務行政な











は l 年 や 2年のうちに突如として出現するものではない。それは, 日本
国民によっても, また, その他の国民によっても, 徐'にしか獲得でき
ないものである。それが果して獲得できるものであるのかどうか, また,,
いかなる程度に達成されるのかということは, 日本人自身にかかってい








ある。前途の見通しはあかるい。」 (Shoup Mission,1949,pp. D67-
D68.)
なぉ, シャウプ使節団は,  国税ならびに地方税の全般にわたる一連の改革
案 を , 『 シ ャ ウ プ 勧 告 』 の 第 1 巻 な ら び に 第 2 巻 に お い て , ひ と 通 り 提 示 し
た後に, 2 冊 ( 第 3 卷 な ら び に 第 4 卷 ) の 『 付 録」を設けて,補足的な動告
を提示している。『付録』に掲較された勧告のタイトルは,「地方政府の財政」
(Appendix A),「所得税における不規則所得の取り扱い」(Appendix B),,
「固定資産の再評価」(Appendix C ) , そ し て . 「個人所得税ならびに法人
所得税の執行」(Appendix D)である。個人所得税ならびに法人所得税の
執行面の調査 ・ 研究にl冊の『付録』(Appendix D)全体があてられている
事実は, この間題に対する, かれらの関心の高さを示すものといえよう。
l0) 「シ ャ ウ プ 勧 告 』 第 2 卷 第 1 4 章 「所得税における納税協力 ・ 税務行政の執











ひとっの偉業である。 しかし, 基本的には, このような徴税はふたつ
の要因によるものであった。 すなわち, 軍政府の圧力と, 決定された
収入目標額に達するように税務署が行つた大量の更正決定であった。
所得税は徴収された。 しかし, 適正な所得税の基礎となる個人所得の







かの会社には, ありあまるほど存在し, どれが本当のもので. どれが
l l )  Shoup Mission, l949. Volume IV. pp. l)l - D3. 「シ ャ ウ プ 動 告」第 l
卷 第 4 章 ( 「個人所得税一税率と控除」) で も. 同機の間題が, つ ぎ の よ う に
論じられている。
「現在. 所得税は, 一方に脱税と他方に独断的な更正決定というふたっ
の危険にさらされている。 さ ら に悪いことには,脱税と更正決定が,特
定の納税者一小規換事業者ならびに展葉者一について. 他の納税者一給
与所得者 一 よ り も は る か に 多 い と い う こ と で あ る。 これが. 不公平の主
要な原因となっている。
これらの欠点を是正するには, い く っかの措置が採用されなければな
ら な い。 会計の技術を向 _l二 させ, 食料管理当局からの情報を十分に活用
し, 更正決定に対する納税者の不服中告手続を改善しなければならな
い。」 (Shoup Mission,l949. Volume I . p.46. )










ならない。 同様に, 税務官更が, そのような正確な帳簿にもとづいて
開示された情報を尊重するように, あらゆる努力と工夫を價注しなけ
ればならない。」 l2)
2 ・ 3 企業会計の改善にむけての働告
会計の改善にむけてなされた動告は, 企業会計を対象と した勧告と, 税




及という最も基本的な課題の達成におかれている。 シ ャウプ使節団は, 中
小企業に対する会計教育の必要性を指摘したうえで, その具体策を動告す
l2) Shoup Mission, l949,Volume IV,p . D56.
l3) 企業会計の改替にむけてなされた動告は, l' シ ャ ウ プ 動 告 」 第 4 卷 「付録」
(Appendix D ) 「個人所得税ならびに法人所得税の我行」 の 「 E  附帯間
題」 において詳述されているが,その要旨は,第2卷第l4章「所得税におけ
る納税協力・ 税務行政のle、行ならびに訴訟」の「会計の役割」に記されてい
る。 また, 税務会計の近代化にむけた動告は, 「シ ャ ウ プ 動 告」の第2巻第
7 章 「個人所得税および法人所得税に共通する間題」 に と り ま と め ら れ , 詳
述されている。
l4) Shoup Mission,l949,Volume IV,pp. D56-D57.
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められた。 この委員会は, 政府であると私人たるとを間わず, 会計基
準の間題に関心を有する者の利益を代表する独立の語間機関と して,,
引き続き活動を継続すべきである。 と く に, 国税庁は,この委員会に
l 5 )  Shoup Mission,l949,Volume IV,pp. D57- D58.なぉ, 中小企業用
に簡素化された帳轉の採用を求めた動告のなかで. かれらは, 「こ の よ う な
方向への前進が各所で行われていて, その結果は非常に額もしい。 会計基準
改善委員会はこの点で役立つ。」 (Shoup Mission,l949,Volume IV,p. D57)
と述べている。 シャウプ使節団と「会計基準改善委員会」との関係について
は. のちに論及する。
l6 )  Shoup Mission,l949. Volume IV,pp. D57- D58. 今日では, 一般に
普及し,当然のことのように受け止められている青色申告も,当時としては.
きゎめてューークで,画期的な制度であった。 なお, 青色申告制度について
は , 『 シ ャ ウ プ 動 告 」 第2卷第l4章(「所得税における納税協力・税務行政の
執行ならびに訴訟」) においても, その実施が動告されている。 Shoup Mis・
sion,l949,Volume I[ ,p.2l8,p.225.
l7) Shoup Mission,l949,Volume IV,pp. D50- D57.
l8) Shoup Mission,l949,Volume IV , p. D50.
l9) Shoup Mission,l949,Volume IV,pp. D50- D52参照。


















ャウプ使節団日本税制第二次報告書」 22) においても, 再度, つ ぎのよう
になされている。




した黒沢 清教授は,「シ ャ ウ プ 動 告 』 の オ リ ジ ナ ルの邦訳中の「会計基準
改善委員会」という訳語(原文では, ' t h e  Committee forthe Improve-
ment of Accounting Standardsつ は,「企業会計制度対策調査会」 を意味
し , 同 じ く ォ リジナルの邦訳中の「委員会の報告」という訳語(原文では,,
“The recommendations of the Committeeつ は,「企業会計原則」を意味
していた事実を指摘している。黒沢 清(解説)「資料: 日本の会計制度<l2>」
「企業会計』 Vol.3l. No.12,December,l979,p.99.
22) Shoup Mission, Seco':d Report on fapanese Tamtion, Japan Tax
Association,l950(大蔵省主税局ll「シ ャ ウ プ 使節団日本税制第二次報告
書」日本租税研究会,l950年).







ある。 同調査会は, この線にそってその活動を継続すべきである。」 23)
シ ャウブ使節団が,近代的企業会計制度の基盤としての「企業会計原則」
の意義を認め,「企業会計制度対策調査会」を中心とした企業会計制度の
改善ならびに統一連動の推進を支持しているのは, あ き ら か で あ ろ う 2'1。
これらの勧告以外にも, 会計基準ならびに会計実務の近代化にむけた勧
告として, シ ャウプ使節団は, 「独立公認会計士をもっと利用すること。」,
「大学およびその他における会計学の教授」, 「国税庁の会計士」, 「外国資
料の利用」, 「総指令部の監督」 というタイトルの付された5項目の勧告を
23) Shoup Mission, l950,SupplementaryMemoranda,pp.78-79.
24) 当時,「企業会計原則」 の設定に携わった黑沢 清教授は,みずからがそ
の委員だった 「企葉会計制度対策調査会」とシャウプ使節団との間の交渉の
経総について, 興味深い事実を証言している。その証言によれば, シ ャ ウ プ
使節団の来日直後から, 両者の間に 「内面的交渉」が持たれており, 中告納
税制度を基礎に置いた:ンャウプ使節団の改革構想は,その当初から,「企業
会計制度対策調査会」 にl1_え ら れ ると と も に. シ -l ウ プ 使 節 団 に も ,  「企業
会計制度対策調査会」 による「企葉会計原則」の基本構想が伝えられていた
と い う 。 た と え ば ,  「企業会計原則」の第2原則として「正現の薄記の原則」
を組み込む構想を知らされたシャウプ博士は. 「企業会計制度対策調査会」
に対して, 多大の期待を表明したという。一方, 「企業会計原則」 の設定を
め ぐ っ て 「四面楚歌」の状態に あ っ た 「企業会計制度対策調査会」 に と っ て ,,
申告納税方式による近代的所得税制度を税体系の中核に置く, シ ャ ウ プ 使 節
団の税制改1ii構 想 を 知 ら さ れ た こ と は ,  「企業会計原則」設定への「有力な
援護射撃」 と な っ た と い う 。黒沢教授は, 当時, みずからが想い描いた理想
を , 税 制 と 会 計 と の 「 同 時 平 行 的 変 革 」 と い う 言 集 で 表 現 し , そ れ が , 『 シ
ャ ウ プ '動告』によって,理想に近い形で実現されたことを指摘している。 果
沢 清(解説)「資料:日本の会計制度 0l>」「企業会計』Vo1.31,No. l l ,,
November,l979, p.98,p.100,黒沢,December,1979,p.99. .無l沢 清












2 ・ 4  税務会計近代化にむけての動告
さらに, 企業会計の尊重というシ ャ ウプ使節団の精神は, 税法の近代化











































同時にまた,企業が, 所得税を納付するために, あまりにも多く の
現金を失う結果, 使用済みの資産を更新することが不能となることを
防止するうぇでも,再評価は望ましいし,必要でもある。一一
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ということは,  あまりにも行き過ぎであると考える。」 27)
「 B .  在庫品の価格差益課税」では,  当時の物価統制令にもとづく統制
価格の改訂に伴 つ て生じる在庫品の価格差益を対象として実施されていた
課税の是非が問われている。 この問題にっいて, シ ャウプ使節団はっぎの
ように述べて, 棚卸資産の価格差益課税の原則廃止を勧告している。
「在庫品の価格差益課税は, 少なくとも,  正常の在庫品に適用される
















か, または適用されても, その規定が, 損失額ならびに控除可能額の
27) Shoup Mission,1949,Volume I[ , pp . 125-126.なぉ,資産再評価の




28) Shoup Mission,l949,Volume I[ ,p.131.
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全額を相殺するに足る十分なものでなければ, 同様の不合理が生じる。








をもたらすとはいえない。 多く の事業は, 完全に業務を廃止する直前
には,多額の損失が発生する時期があり, そうした場合には,税を控




















の事業年度の法人または個人の正確な所得を最も正 し く 見積るには,
事業の タイプごとに異なる棚卸資産経理の方法が必要である。) あ る
産業にとっては, 後入先出法または正常在高法を用いることが望まし












( l )  大蔵省は,棚卸資産の経理の種々の方法, しかも,日本の産業の
形態に適合する方法を幅広く研究すること。










30) Shoup Mission, l949, Volume I[ , pp.l35- l36.




























限 り ,  これらの経理方法の変更は, 所得が申告される時期の相違をも





















2 . 準備金の最大限度額は, 各事業および債権の種類ごとに区分され
た受取勘定に対して, 命令で定める一定割合とすること。









Shoup Mission, 1949. Volume I[ ,  pp. l40- l4l








「D. 棚卸資産の経理」 ならびに 「E. 減価償却」では,税務計算の多
様性を認め, 納税者による経理方法の適切な選択を可能にすることの必要
性が指摘されている。 いわゆる, 「企業の自主的経理」 を尊重するシ ャ ウ
プ使節団の姿勢が, これらの勧告から. 強 く う か が え よ う。




ャ ウプ使節団の試案が提示されている。 この勧告は, いわゆる発生主義会
計の採用を支持したものと解される点で, 注目されよう。
このように, シ ャウプ使節団は, 近代的企業会計理論に照らして指摘さ
れるべきわが国税務会計上の重要間題をとりあげて, それらの間題の解決
に必要な税法改正を提案しているのである。
34) Shoup Mission. l949. Volume ll, p.135参照。
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